
和07年  4月 14日

中施策事業名
人権啓発事業 部課名 行政経営部・秘書広報課

作成者 伊藤　克代

①めざすまちの姿
01 子ども、高齢者、障がい者等への虐待やＤＶなどがない

②大施策
子ども高齢者障がい者等への虐待やＤＶ等を減らす

③中施策
市民の知識と自覚を高め、早期発見への協力を促進する

④中施策事業の対象
市民

⑤中施策事業の意図
対象者が人権に関する知識と理解があり、人権侵害が行われない生活を送ることができ

ている(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・人権擁護委員事務局

事務事業(手段)

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

市民相談日におけ事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度
る人権擁護委員へ

目標値 21 21 21 0 0 0の相談件数

実績値 11 5
単位 件

事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和05年度 令和06年度 令和07年度

①　総事業費(a＋b) 312千円 308千円

a 事業費合計 312千円 308千円 320千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 312千円 308千円

市民一人あたりコスト 5 円 4 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ｂ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ コストを縮減して目標が達成できた ○ Ａ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか おおむね計画通り △ Ｂ

■総合評価

A　計画どおりに事業を進めることが適当

人権擁護委員による人権啓発により人権侵害のない環境を目指している。啓発は身近なと

上記までの評価 ころでの地道な活動が継続的に行われる必要がある。相談件数の減少は、様々な機関が相

指標、コスト、各 談体制を整え、周知を行っていることから分散したのではないかと考える。コストは人権

項目評価の観点 擁護委員の活動に充てる負担金が主なものである

■

ため、削減は難しい。

評

からの分析

■改善案の

価

検討

委員とともに人権

評

週間、学校訪問等の機

価

会に啓発活動を行い、

項

人権相談についても引

目

き続

き周知していく。

内

幼少期からの人権尊重

容

思想の醸成のため、人

評

権教室の実施を検討す

価

る。
現年度に実施可

能

結

な改善･調整事

項

委員

果

とともに人権週間、学

成

校訪問等の機会に啓発

果

活動を行い、さらに広

指

報、ホームページ

、Ｓ

標

ＮＳ等でも人権啓発、

は

人権相談を周知してい

目

く。委員と協力し、保

標

育園、児童クラブ
翌年

値

度以降に実
、放課後子

を

ども教室等で人権教室

達

を充実させていく。
施

成

可能な改善･調

整事項

し

事業名 内容、理由、時

て

期等

今後、改善･拡大

い

する事業

事業名(仮称

ま

) 内容、理由、時期等

す

今後、実施すべき

新規

か

事業

事業名 内容、理由

ほ

、時期等

今後、休廃止

ぼ

する

事業

達成 △

 （１）有効性 大施策に貢献して



和07年  4月 16日

中施策事業名
市民相談事業 部課名 行政経営部・秘書広報課

作成者 伊藤　克代

①めざすまちの姿
15 誰もが身近に寄り合える場所があり、地域の人と支え合いながら孤立することなく

暮らすことができている

②大施策
身近に寄り合える場所をつくり、地域で支え合える環境をつくる

③中施策
サービスや支援を充実し、負担を軽減する

④中施策事業の対象
豊明市在住者

⑤中施策事業の意図
対象者に相談事案が発生した際に相談できる窓口が確保されており、安心して生活する

ことができている(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・相談所（法律）開設

・相談所（困りごと）開設
事務事業(手段) ・一般相談

・司法書士相談

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

市民相談実績件数事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

目標値 380 390 400 0 0 0

実績値 414 400
単位 件

事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和05年度 令和06年度 令和07年度

①　総事業費(a＋b) 3,658千円 4,306千円

a 事業費合計 3,658千円 4,306千円 4,376千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 3,658千円 4,306千円

市民一人あたりコスト 53 円 63 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

A　計画通りに事業を進めることが適当

月２回の相談日には、弁護士による法律相談、市民相談員による困りごと相談を、相談日

上記までの評価 以外では一般相談として市民の困りごとに電話や対面で対応する体制を整えている。令和

指標、コスト、各 ５年度から開始した司法書士相談では、相談枠を拡充しながら利用者の利便性に努めた。

項目評価の観点 また、相談対応充実のために、研修会の受講等により知識習

■

得に努めている。イン

評

ターネ

からの分析 ット

価

環境の普及により、困

評

りごとに対する糸口は

価

見つけやすくなってい

項

るが、人と話すこ

とで

目

問題が明確になること

内

もある。困ったときに

容

相談できる場があるこ

評

とは市民生活の安

心の

価

一助となっているため

結

、引き続き相談体制を

果

維持していく。

■改善

成

案の検討

引き続き、広

果

報、ホームページ、Ｓ

指

ＮＳ等で市民相談の実

標

施を周知していく。相

は

談研修会

への参加や職

目

場内研修により知識を

標

高め、相談対応の均一

値

化につなげる。相談予

を

約ではオ
現年度に実施

達

可
ンライン化を活用し

成

、相談者にとってさら

し

に利用しやすい環境を

て

整備していく。
能な改

い

善･調整事

項

相談体制

ま

を維持しながら、関係

す

機関との連携によりコ

か

ストをかけずに身近で

目

行える相談を

開設でき

標

ないか研究する。引き

達

続き、市民相談実施の

成

周知に努め、市民の安

○

心の一助とな
翌年度以

 

降に実
る相談体制を維

（

持していく。
施可能な

１

改善･調

整事項

事業名

）

内容、理由、時期等

今

有

後、改善･拡大

する事

効

業

事業名(仮称) 内容

性

、理由、時期等

今後、

大

実施すべき

新規事業

事

施

業名 内容、理由、時期

策

等

今後、休廃止する

事

に

業

貢献して



和07年  4月 11日

中施策事業名
広聴事業 部課名 行政経営部・秘書広報課

作成者 伊藤　克代

①めざすまちの姿
22 行政は積極的に市民からの意見を吸い上げる工夫や努力をしている

②大施策
積極的に市民の意見を吸い上げる

③中施策
子どもから大人まで意見を述べる仕組みや機会を増やす

④中施策事業の対象
市民、在勤・在学者

⑤中施策事業の意図
対象者が市政に関心を持ち、行政に対して意見を述べることができている

(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・市長へのＥメール

・市長への手紙
事務事業(手段) ・市長へのファックス

・ｅモニター

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

市長へのＥメール事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度
の件数

目標値 130 220 227 0 0 0

実績値 129 109
単位 件

ｅモニターの登録事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度
者数

目標値 200 200 200 0 0 0

実績値 220 0
単位 人

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和05年度 令和06年度 令和07年度

①　総事業費(a＋b) 90千円 144千円

a 事業費合計 90千円 144千円 119千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 90千円 144千円

市民一人あたりコスト 1 円 2 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



い

、理由、時期等

今後、

ま

休廃止する

事業

すか 貢献できた ○ Ｂ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

A　計画通りに事業を進めることが適当

市長へのＥメール等は、直接市長へ意見を届けられる機会となっている。ｅモニターにつ

上記までの評価 いても、その時々の事業に合わせたものや継続して意見聴取したい案件のアンケートを行

指標、コスト、各 い、吸い上げた意見を政策決定の参考や効果検証に役立てている。両者とも行政に対して

項目評価の観点 手軽に意見を述べられるツールとしての役割を果たし、行政

■

への参加意識向上の役

評

割も担

からの分析 って

価

いる。市長へのＥメー

評

ル件数の減少は、問い

価

合わせに類するものは

項

担当課へ直接連絡

する

目

ことを促したことによ

内

り整理された可能性が

容

ある。コストの増減は

評

印刷物やｅモニタ

ー謝

価

礼対象者数の変動によ

結

るものである。

■改善

果

案の検討

引き続き、市

成

長へのＥメール等の制

果

度の周知を行い、建設

指

的な意見・提言を寄せ

標

るための

ツールとなる

は

よう努める。ｅモニタ

目

ー制度は、意見聴取が

標

より有効なものとなる

値

ようモニ
現年度に実施

を

可
ター人数を増員する

達

。また、職員に向けた

成

周知も続け、手軽に短

し

時間で意見聴取できる

て

手
能な改善･調整事

段

い

として活用を進める。

ま

項

引き続き、広報、ホ

す

ームページ、ＳＮＳ等

か

を活用し、市長へのＥ

ほ

メール等の制度の周知

ぼ

を

行う。ｅモニター制

達

度は職員に向けた周知

成

を続け、手軽に短時間

△

で意見聴取できる手段

 

と
翌年度以降に実

して

（

の活用を進める。聴取

１

した回答を業務に生か

）

すため、モニター登録

有

人数を段階的に増
施可

効

能な改善･調
員し、回

性

答の精度を高めること

大

で有効な調査結果を得

施

られるツールとする。

策

整事項

事業名 内容、理

に

由、時期等

今後、改善

貢

･拡大

する事業

事業名

献

(仮称) 内容、理由、

し

時期等

今後、実施すべ

て

き

新規事業

事業名 内容



和07年  6月 6日

中施策事業名
職員研修事業 部課名 行政経営部・秘書広報課

作成者 伊藤　克代

①めざすまちの姿
25 市職員の顧客サービス向上の意識が高く、市民のほうを見て仕事をしている

②大施策
顧客サービス向上の意識を高め、市民本位の仕事をする

③中施策
市民に満足してもらおうという意識を高く持ち、サービスの向上を図る

④中施策事業の対象
市職員

⑤中施策事業の意図
多様化する市民ニーズを敏感に受け止め、市民の立場に立って公務を行う職員になって

いる(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・職員の研修、教養に関すること

事務事業(手段)

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

公務で必要とする事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度
専門知識や能力の

目標値 38 50 50 0 0 0取得率（受講者／

職員数）

実績値 54.5 54.7
単位 ％

事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和05年度 令和06年度 令和07年度

①　総事業費(a＋b) 4,036千円 4,622千円

a 事業費合計 4,036千円 4,622千円 5,530千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 200千円 200千円 200千円

③　コスト（①－②） 3,836千円 4,422千円

市民一人あたりコスト 56 円 64 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

Ａ　人材獲得競争が激化する中、限られた職員数で効率的に行政を運営していくためには

、職員個々の能力及びスキルアップが常に必要であり、職員研修におけるその期待役割は

上記までの評価 大きい。令和６年度における全体の研修受講者数は、令和５年度比１０名増であり、職員

指標、コスト、各 の研修に対する意欲がうかがえる。また、令和５年度から継続して実施したグループ面談

項目評価の観点 は、一定の

■

成果があり、今後は職

評

員の負担も考慮しなが

価

ら対象者や方法等、実

評

施について

からの分析

価

改めて検討していく。

項

常に費用対効果を意識

目

しながらも、時代のニ

内

ーズに即した研修を計

容

画、実施することで職

評

員個々のレベルアップ

価

を図り、市民サービス

結

へ還元できるよう事業

果

を継続していく。

■改

成

善案の検討

職務に必要

果

な知識やスキル向上の

指

ための研修については

標

、継続的に実施してい

は

く。加えて

、組織力向

目

上のため、職員のやり

標

がいやモチベーション

値

をいかにして向上させ

を

るかを考え
現年度に実

達

施可
る機会として課長

成

研修を実施し、その後

し

のフォロー等について

て

も検討していく。また

い

、次
能な改善･調整事

ま

年度以降に向け、座学

す

に加え個別面談型等も

か

含めた各研修の方式、

目

内容、期間等について

標

項
研究していく。

近隣

達

自治体の例や先進事例

成

を研究しながら、本市

○

の状況や時代に合わせ

 

た効果的な研修に

つい

（

て引き続き研究すると

１

ともに、必要に応じて

）

各研修の方式、内容、

有

期間等の変更につ
翌年

効

度以降に実
いて検討し

性

ていく。
施可能な改善

大

･調

整事項

事業名 内容

施

、理由、時期等

今後、

策

改善･拡大

する事業

事

に

業名(仮称) 内容、理

貢

由、時期等

今後、実施

献

すべき

新規事業

事業名

し

内容、理由、時期等

今

て

後、休廃止する

事業



和07年  7月 10日

中施策事業名
広報事業 部課名 行政経営部・秘書広報課

作成者 伊藤　克代

①めざすまちの姿
26 市民にとって必要な情報が提供され、行政が取り組んでいることが市民に分かりや

すい

②大施策
市民にとって必要な情報や行政の取り組みを市民に分かりやすく提供する

③中施策
市民にとって必要な情報を分かりやすく提供する

④中施策事業の対象
市内在住、在勤者

⑤中施策事業の意図
「広報とよあけ」に対象者にとって必要な情報が掲載されており、対象者に情報が伝わ

っている(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・広報紙の編集・発行　　　　・広報の配送

・広報紙の取材・管理　　　　・広報等記録写真撮影（委託）指示
事務事業(手段) ・市民記者　　　　　　　　　・ガイドマップ作成

・広報への折込チラシ　　　　・市政記録映画

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

「広報とよあけ」事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度
の印刷部数

目標値 26,300 26,300 26,300 0 0 0

実績値 26,500 26,500
単位 部

事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和05年度 令和06年度 令和07年度

①　総事業費(a＋b) 13,794千円 18,998千円

a 事業費合計 13,794千円 18,998千円 20,819千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 1,695千円 1,545千円 1,560千円

③　コスト（①－②） 12,099千円 17,453千円

市民一人あたりコスト 17

中

6 円 254 円
（③／市

施

の人口(評価対象年度

策

末時点)）

評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

A　計画どおりに事業を進めることが適当

広報紙は、市からの情報を市民に伝えるために欠かせない手段の一つであるため、一定の

上記までの評価 情報量を保ちながらコストも意識した効率的な掲載となるよう編集している。市からの情

指標、コスト、各 報が伝わりやすい広報紙発行のため、プロポーザルによる業者選定とあわせて、視線移動

項目評価の観点 がスムーズな左開き・横書き、文字サイズや行間への配慮

■

、全ページカラーのリ

評

ニューア

からの分析 ル

価

を行った。配送におい

評

ては、地域活動の一つ

価

として区や町内会に協

項

力いただくことで最

小

目

限の配送先数とするこ

内

とができコスト削減に

容

繋がっている。一方で

評

、印刷コストは物価

高

価

騰により増大している

結

。

■改善案の検討

市政

果

への興味のきっかけと

成

なる広報紙になるよう

果

、特に表紙は、事業周

指

知や読者に関心を

持っ

標

てもらえるものになる

は

よう読者目線を一層意

目

識する。また、広報紙

標

での情報発信だけ
現年

値

度に実施可
でなく、Ｓ

を

ＮＳ活用も強化を進め

達

る。ＬＩＮＥの機能拡

成

充が計画されているこ

し

とにあわせ
能な改善･

て

調整事
、効果的でわか

い

りやすい発信の研究、

ま

職員の情報発信意識向

す

上への啓発を行う。
項

か

紙で読む人が多い広報

目

紙であるが、電子媒体

標

での閲覧も可能なこと

達

を継続的に発信し、情

成

報取得方法の多様性を

○

周知する。行政以外か

 

らも市からの情報の接

（

点を維持するため、マ

１

翌年度以降に実
スコミ

）

やフリーペーパーの活

有

用も継続し、ＳＮＳで

効

の発信はさらに強化し

性

していく。
施可能な改

大

善･調

整事項

事業名 内

施

容、理由、時期等

今後

策

、改善･拡大

する事業

に

事業名(仮称) 内容、

貢

理由、時期等

今後、実

献

施すべき

新規事業

事業

し

名 内容、理由、時期等

て

今後、休廃止する

事業



和07年  4月 16日

中施策事業名
ホームページ管理事業 部課名 行政経営部・秘書広報課

作成者 伊藤　克代

①めざすまちの姿
26 市民にとって必要な情報が提供され、行政が取り組んでいることが市民に分かりや

すい

②大施策
市民にとって必要な情報や行政の取り組みを市民に分かりやすく提供する

③中施策
市民が必要なときに見やすく手軽に行政の情報を受け取れるようにする

④中施策事業の対象
市内在住、在勤、在学を問わず豊明市に関心のある人

⑤中施策事業の意図
ホームページに対象者にとって必要な情報が掲載されており、対象者がホームページを

閲覧することで情報を取得できている(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・ホームページ管理

事務事業(手段)

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

ホームページのア事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度
クセス数

目標値 330,000 345,000 360,000 0 0 0

実績値 312,351 260,165
単位 件

事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和05年度 令和06年度 令和07年度

①　総事業費(a＋b) 1,848千円 1,188千円

a 事業費合計 1,848千円 1,188千円 1,190千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 440千円 450千円 540千円

③　コスト（①－②） 1,408千円 738千円

市民一人あたりコスト 20 円 11 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ｂ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ コストを縮減して目標が達成できた ○ Ａ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

A　計画どおりに事業を進めることが適当

ホームページは、市の情報を市内外へ即時で発信するために欠かせない手段である。アク

上記までの評価 セスの多いページはトップページから入りやすくしたり、余白や行間の見直しで情報を探

指標、コスト、各 しやすくしたり、アクセシビリティを意識した編集をしている。また、スマートフォンか

項目評価の観点 らの情報取得や、検索にかかりやす

■

い編集ルールの周知に

評

も注力し、利用者の情

価

報取得を

からの分析 意

評

識した編集をしている

価

。アクセス数の減少は

項

、指標がトップページ

目

の集計によるもので

あ

内

り、検索エンジンから

容

直接情報のページへた

評

どり着いていることも

価

一因と考えられる。

■

結

改善案の検討

ホームぺ

果

ージの即時性という特

成

性、ＣＭＳの機能を最

果

大限生かした発信がで

指

きるよう、シ

ステム操

標

作研修を継続して行い

は

、職員の編集レベルの

目

維持・向上を図る。あ

標

わせて、情報
現年度に

値

実施可
の充実、遅れ・

を

漏れの防止、よくある

達

質問の見直しなども周

成

知し、常に鮮度の高い

し

情報源
能な改善･調整

て

事
となるよう努める。

い

また災害用ページにつ

ま

いても掲載情報の再確

す

認に努める。
項

リニュ

か

ーアルも視野に入れ、

ほ

情報の整理を行い、必

ぼ

要な情報を取得しやす

達

いホームページ

を研究

成

する。
翌年度以降に実

△

施可能な改善･調

整事

 

項

事業名 内容、理由、

（

時期等

今後、改善･拡

１

大

する事業

事業名(仮

）

称) 内容、理由、時期

有

等

今後、実施すべき

新

効

規事業

事業名 内容、理

性

由、時期等

今後、休廃

大

止する

事業

施策に貢献して



和07年  4月 14日

中施策事業名
総合教育会議事務 部課名 行政経営部・秘書広報課

作成者 伊藤　克代

①めざすまちの姿
38 すべての子どもが質の高い学びに参加し、生きるための学力が向上している

②大施策
子どもが質の高い学びに参加し、生きるための学力が向上する環境をつくる

③中施策
学校で質の高い教育を受けられる環境を充実させる

④中施策事業の対象
市長及び教育委員会

⑤中施策事業の意図
教育の目的、課題等が共有され、効果的な教育行政の推進を図っている

(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
総合教育会議開催等の事務に関すること

事務事業(手段)

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

教育大綱の基本方事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度
針事項についての

目標値 55 55 55 0 0 0協議率

実績値 55 55
単位 ％

事業実施年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和05年度 令和06年度 令和07年度

①　総事業費(a＋b) 0千円 0千円

a 事業費合計 0千円 0千円 0千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 0千円 0千円

市民一人あたりコスト 0 円 0 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ コストを縮減して目標が達成できた ○ Ａ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

Ａ　計画通りに事業を進めることが適当

教育の目的、学校現場での課題等が共有され、効果的な会議が開催されている。会議開催

上記までの評価 にあたっては、特別なコストは発生していない。

指標、コスト、各

項目評価の観点

からの分析

■改善案の検討

会議開催を継続する。

現年度に実施可

能な改善･調整事

項

会議開催を継続する。

翌年度以降に実

施可能な改善･調

整事項

事業名 内容、理由、

■

時期等

今後、改善･拡

評

大

する事業

事業名(仮

価

称) 内容、理由、時期

評

等

今後、実施すべき

新

価

規事業

事業名 内容、理

項

由、時期等

今後、休廃

目

止する

事業

内容 評価結果

成果指標は目標値を達成していますか 目標達成 ○

 （１）有効性 大施策に貢献して


